様式第１号

貸与資料等引渡通知書
（元号）　　年　　月　　日

受注者
管理技術者
（現場作業責任者）　　　　　　　　　　殿

東日本高速道路株式会社　支社等（事務所等）

監督員　　　　　　　　　　　　　　　
下記のとおり貸与資料等を引渡します。

	調査等名
	
	契約年月日
	年   月   日

	品　　名
	規　　格
	単位
	数　量
	備　　考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


注１　貸与資料等の交付又は貸与の区分を備考欄に記入する。

　２　用紙の大きさは日本産業規格Ａ列４番縦とする。

様式第２号

貸与資料等受領書
（元号）　　年　　月　　日
東日本高速道路株式会社　支社等（事務所等）

監督員　　　　　　　　　　　　　　　　殿

受注者
管理技術者
（現場作業責任者）　　　　　　　　　　　

下記のとおり貸与資料等を受領しました。

	調査等名
	
	契約年月日
	年   月   日

	品　　名
	規　　格
	単位
	数　量
	備　　考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


注１　貸与資料等の交付又は貸与の区分を備考欄に記入する。

　２　用紙の大きさは日本産業規格Ａ列４番縦とする。
様式第３号
貸与資料等精算書
（元号）　　年　　月　　日
東日本高速道路株式会社　支社等（事務所等）
監督員　　　　　　　　　　　　　　　　殿
受注者
管理技術者
（現場作業責任者）　　　　　　　　　　
　下記のとおり貸与資料等を精算します。
	調査等名
	
	契約年月日
	年   月   日

	品　　名
	規　　格
	単位
	数　量
	備　考


	
	
	
	引渡し

数　量
	使用数

数　量
	残数量
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


注　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番縦とする。
様式第４号

貸与資料等返納書
（元号）　　年　　月　　日

東日本高速道路株式会社　支社等（事務所等）

監督員　　　　　　　　　　　　　　　　殿

受注者
管理技術者
（現場作業責任者）　　　　　　　　　　　

　下記のとおり貸与資料を返納します。
	調査等名
	
	契約年月日
	年   月   日

	品　　名
	規　　格
	単位
	数　量
	備　考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


注　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番縦とする。
様式第５号

用地測量作業計画書
（元号）　　年　　月　　日

東日本高速道路株式会社　支社等（事務所等）

監督員　　　　　　　　　　　　　　　　殿

受注者
住　所

会社名
代表者　　　　　　　　　　　　　　　
（調査等名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（元号）　　年　　月　　日付けで締結した標記業務の履行に伴い、下記のとおり計画書を提出します。

	調査等概要
	

	工程表
	別紙のとおり



	業務体制等
	

	使用測量機器等

（検定年月日及び検定番号）
	（検定番号第　　　　号　　（元号）　　年　　月　　日）

	連絡体制
（緊急時を含む）
	

	特記事項
	


注１　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番縦とする。

２　工程表は、受注者にて定める。
様式第６号

障害物伐除等報告書
（元号）　　年　　月　　日

東日本高速道路株式会社　支社等（事務所等）

監督員　　　　　　　　　　　　　　　　殿

受注者
管理技術者
（現場作業責任者）　　　　　　　　　　　

（調査等名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（元号）　　年　　月　　日付けで締結した標記業務の履行のため、（元号）　　年　　月　　日に下記の障害物を伐除したので報告します。

記

履行期限：（元号）　　年　　月　　日　～　（元号）　　年　　月　　日

	地　内

	字
	地番
	地目
	物件の種類
	形状寸法（種類、樹齢、胸高直径等）
	数量
	物件所有者

	
	
	
	
	
	
	住　所
	氏　名

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


注１　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番縦とする。
様式第７号

（元号）　　年　　月　　日

東日本高速道路株式会社　支社等（事務所等）

所　長　　　　　　　　　　　　　　　　殿

受注者
住　所

会社名
（代表者）　　　　　　　　　　　　
身分証明書交付願
（調査等名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（元号）　　年　　月　　日付けで締結した標記業務の履行に伴い、下記のものが現場作業に従事いたしますので、身分証明書を交付くださいますようお願いいたします。

記

履行期限：（元号）　　年　　月　　日　～　（元号）　　年　　月　　日

	氏　　名
	生年月日
	住　　　　所

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


注　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番縦とする。
様式第８号

（表）

	測量法（昭和24年法律第188号）抜すい

第１５条　国土地理院の長又はその命を受けた者若しくは委任を受けた者は､基本測量を実施するために必要があるときは､国有､公有又は私有の土地に立ち入ることができる。

２　前項の規定により宅地又はかき､さく等で囲まれた土地に立ち入ろうとする者は､あらかじめその占有者に通知しなければならない。但し､占有者に対してあらかじめ通知することが困難であるときは､この限りでない。

３　第１項に規定する者が､同項の規定により土地に立ち入る場合においては､その身分を示す証明書を携帯し､関係人の請求のあつたときは､これを呈示しなければならない。

第３９条　第１４条から第２６条までの規定は､公共測量に準用する。この場合において、第十四条から第十八条まで、第二十一条及び第二十三条から第二十六条まで中「国土地理院の長」とあるのは「測量計画機関の長」と、第十九条及び第二十条中「政府」とあるのは「測量計画機関」と、それぞれ読み替えるものとする。
	第　　　　号

身分証明書
（元号）　　年　　月　　日発行

東日本高速道路株式会社支社等事務所
事務所長等　　　　　　　㊞　　　　　　


（裏）

	
氏名
生年月日
所属機関名
所属機関所在地

上記の者は、測量法第１５条第１項の規定により、測量計画機関の長の　（命令）（委任）　に基づいて土地に立入ることができる者であることを証する。

	有 効期 間

自年月日

至年月日

自年月日

至年月日

自年月日

至年月日

作 業地 域

作業の名称
発行機関の印




注１　用紙の規格は、日本産業規格Ｂ８版とする。

２　土地収用法に基づく測量の場合は、同法に定める身分を示す証票の様式によること。
様式第９号

（元号）　　年　　月　　日

東日本高速道路株式会社　支社等（事務所等）

所　長　　　　　　　　　　　　　　　　殿

受注者
住　所

会社名
（代表者）　　　　　　　　　　　　　
身分証明書受領書
（調査等名）                                                                 

（元号）　　年　　月　　日付けで締結した標記業務の履行に伴い、下記の者に対する測量法（土地収用法）に基づく身分証明書を受領しました。

記

履行期限：（元号）　　年　　月　　日　～　（元号）　　年　　月　　日

	氏　　名
	生年月日
	住　　所

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


注　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番縦とする。
様式第１０号

（元号）　　年　　月　　日

東日本高速道路株式会社　支社等（事務所等）

所　長　　　　　　　　　　　　　　　　殿

受注者
住　所

会社名
（代表者）　　　　　　　　　　　　　
身分証明書返納書
（調査等名）                                                                 

（元号）　　年　　月　　日付けで締結した標記業務の履行に伴い、（元号）　　年　　月　　日付けで交付を受けた下記の者に対する測量法（土地収用法）に基づく身分証明書を別添のとおり返納します。

記

履行期限：（元号）　　年　　月　　日　～　（元号）　　年　　月　　日

	氏　　名
	生年月日
	住　　所

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


注　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番縦とする。
様式第１１号

立　会　証　明　書

東日本高速道路株式会社起業　　　工事所有の土地に関する測量のため、下記記載の土地の境界について現地で立会のうえ、異議無く確認しました。

記

１　立会年月日　　（元号）　　年　　月　　日

２　立　会　者

	住　　　所
	氏　　名
	印

	
	
	


３　土地の表示

都　　市　　　　　町

県　　郡　　区　　村

	対　　　象　　　地
	対象地に対する隣接地
	摘　　要

	大字
	字
	地番
	地目
	大字
	字
	地番
	地目
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


　　　本立会証明書のとおり事実を確認し、測量したものであることを証明します。

　　　（元号）　　年　　月　　日

東日本高速道路株式会社○○支社

○○事務所

所長　　　　　　　　　　　　印

注１　立会者ごとに作成すること。

２　対象地欄には、立会者所有等に係る地番を記入し、隣接地欄には隣接地番を全て記入すること。

３　法務局により別途様式が定められている場合には、適宜様式を作成すること。

様式第１２号

	境 界 点 成 果 表 （交点を含む）
	適　用
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	方向角
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	測定距離
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	Ｙ
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	Ｘ
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	番号
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	記号
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


注　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番縦とする。
様式第１３号

	
	用地幅杭点成果表
	
	右側用地幅杭点
	用地幅杭点の座標
	現地杭の
座標値
	Ｙ
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	Ｘ
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	用地幅杭調書
の座標値
	Ｙ
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	Ｘ
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	用地幅杭点間の距離
	制限
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	較差
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	測定値
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	計算値
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	用地

幅杭
Ｎｏ.
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	ＳＴＡ
Ｎｏ.
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	左側用地幅杭点
	用地幅杭点の座標
	現地杭の
の座標値
	Ｙ
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	Ｘ
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	用地幅杭調書
の座標値
	Ｙ
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	Ｘ
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	用地幅杭点間の距離
	制限
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	較差
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	測定値
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	計算値
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	用地

幅杭
Ｎｏ.
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


注　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番縦とする。
様式第１４号

	補助多角点成果表
	適　用
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	方向角
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	測定距離
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	Ｙ
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	Ｘ
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	番号
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	記号
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


注　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番縦とする。
様式第１５号

	
	土地所有者別土地一覧表
	道　路　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市町村大字
	特記

事項
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	同一所有者の

筆界確認
	
	－
	立会により確認
	
	－
	
	－
	既測図面により確認
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	所有者
	氏名
	
	同上
	
	○○○○
	
	○○○○
	
	同上
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	住所
	
	同上
	
	○○町○○

５４１－２
	
	○○町○○

８９７－５
	
	同上
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	境界確認の方法
	
	確定図により確認
	
	
	現地立会により確認
	
	現地立会により確認
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	現地確認図面と
現　　地
	
	法第１４条第１項の地図と一致
	同上
	
	法第１４条第１項の地図と不一致
	
	法第１４条第１項の地図・地積測量図と一致
	同上
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	所在地番の
確認資料
	
	登記記録・公図
	同上
	
	登記記録・公図
	
	登記記録・公図
	同上
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	現　　　　況
	分筆･地積更正の要否
	
	分筆
	
	
	分筆及び地積更正
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	合計面積
	
	121.19
	10.15
	
	171.74
	
	202.11
	24.05
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	残地面積
	
	82.64
	0.00
	
	10.53
	
	0.00
	0.00
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	取得面積
	
	38.55
	10.15
	
	161.21
	
	202.11
	24.05
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	利用状況
	
	水稲耕作地
	同上
	
	倉庫建物敷地
	
	居宅敷地
	同上
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	地目
	
	田
	田
	
	宅地
	
	宅地
	宅地
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	土地の登記記録
	面積
	
	104.23
	8.56
	
	141.56
	
	201.13
	23.57
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	地目
	
	田
	田
	
	宅地
	
	宅地
	宅地
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	土地の所在
	地番
	
	１２－３
	１２－４
	
	２３－５
	
	５７－１
	５７－３
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	字
	(例)
	○○
	○○
	
	○○
	
	○○
	○○
	
	
	
	
	
	
	
	


注　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番縦とする。

様式第１６号
在来法定（外）道水路調書
	（　　　　　　　　　　　　）
都道　　　　　　郡　　　　　　町
府県　　　　　　市　　　　　　村


	図面
番号
	大字
	字
	地番
	地目
	地積（㎡）
	記　　　　　　事

	
	
	
	
	
	公簿
	実測
	

	
	
	
	
	
	
	
	


注１　カッコ内は、在来法定道路、在来法定河川、在来法定外道水路の別を記入する。
２　「地番」欄は、地番の付されているものにあっては地番を記入し、地番の付されていないものにあっては、隣接する土地の地番を記入する。
３　「地目」の欄は、道路、水路の別を記入する。
４　実測地積は記入を要しない。
５　「記事」の欄は、地番の付されていないものでいわゆる公図上の「赤道（道路）」及び「青道（水路）」の場合には「無番地・国有財産」と記入し、地番の付されているもので、所有権等について名義が存する場合は、その名義を記入する。
なお、民地等がある場合はここに記入する。

６　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番縦とする。
様式第１７号

土　地　確　認　調　書

　東日本高速道路株式会社起業　　　工事所要の土地は、末尾記載のとおりであることを確認する。よって後日のためにこの調書を２部作成し、それぞれ１部を保有する。

　　（元号）　　年　　月　　日

土地所有者

住所

氏名　　　　　　　　　　　　㊞
東日本高速道路株式会社
○○支社〇〇事務所

所長等　　　　　　　　　　　㊞
	地　　内

	字
	地番
	公　　　簿
	実測状況
	所有権以外の権利
	摘要

	
	
	
	
	用益物権等
	担保物権等
	

	
	
	地目
	地積
	地目
	地積
	種類
	権利者の氏名
	種類
	権利者の氏名
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


備考

・調書には、用地実測図の写しを添付すること。

・調書の作成にあたって特別の条件を付する必要がある等この様式により難いときは、適宜様式を作成すること。

